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米ISM景況感指数 6月は非製造業を中心に活動が鈍化
好況の維持には人手不足の早期解消が重要となる
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出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：景況感指数は両指数ともに前月から低下

ISM景況感指数とは？
全米供給管理協会（ISM）が製造業・非製造業の購買担当者へのアンケート調査結果をもとに、毎
月公表している米国企業の景況感を示す指標のひとつ。製造業が毎月第1営業日、非製造業が毎月
第3営業日に公表される。50が景気の拡大・後退の分岐点であり、50を上回ると景気拡大、50を
下回ると景気後退を示す。

図表２：製造業を中心に人手不足の解消が課題に

人手不足の早期解消が重要に
構成指数のうち、雇用指数の低下が続いていま
す（図表2）。経済活動の再開にともなう旺盛な
需要を背景に人手不足が深刻となっているようで
す。6月の製造業の雇用指数は49.9、非製造業は
49.3と、活動の拡大・縮小の節目となる50を割
り込みました。人手不足の要因の１つとなってい
た失業保険の上乗せ給付の早期打ち切りを、全米
の約半数の州が表明していることから、夏場以降、
求職者数の増加が見込まれており、雇用環境の改
善が期待されます。
今後も高水準の景況感指数が維持されるために
は、人手不足の早期解消が重要となりそうです。

両指数ともに活動の拡大ペースがやや鈍る
全米供給管理協会(ISM)が7月1日に発表した、
2021年6月の製造業景況感指数は、事前予想
(60.9)をやや下回る60.6となり、2ヵ月ぶりの低
下となりました(図表1)。なお、7月6日発表の6
月の非製造業景況感指数も、事前予想(63.5)を下
回る60.1となりました(図表1) 。
米国の成人で新型コロナウイルスワクチンを2回
接種した人は5割を超え、新規感染者数や死亡者
数は減少傾向にあります。6月15日には、全米最
大の人口と経済規模を有するカリフォルニア州で
およそ1年3ヵ月ぶりに経済活動が全面再開され
ました。全米で経済活動を再開した州は9割を超
え、今後は旅行やレジャー関連を中心に景気回復
を後押しするものとみられます。 業種別では、
製造業は18業種中17業種で、非製造業は18業種
中、農業と不動産を除く16業種で活動の拡大が
報告されました。

※ISM製造業・非製造業景況感指数の構成指数（雇用）の推移。
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